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当学会ではこれまでも日本アルコール問題連絡協議会と共に、飲酒運転に関わる要望書を提出してきました。

これに引き続き、つい最近厚生労働大臣および内閣府特命担当大臣宛て、以下に示す如く「飲酒運転の背景にあ

る「多量飲酒」と「アルコール依存症」への介入に関する要望書」を提出いたしましたのでお知らせいたします。

なお今回は、新たに日本アルコール精神医学会も加わって要望書を提出いたしております。
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飲酒運転の背景にある

「多量飲酒」と「アルコール依存症」への介入に関する要望書

2007年４月、内閣府・警察庁・法務省・国土交通省・経済産業省・厚生労働省による「常習飲酒運転者対策推進
会議」が発足、暮れにはアルコール依存症を念頭に置いた諸対策がまとめられました。これは時宜を得た取り組

みであり、この会議に、長年、依存症対策を所轄してきた厚生労働省が加わったことは画期的であります。

ＷＨＯも飲酒運転対策をアルコール関連問題における重点課題の一つと位置づけ、「アルコールの使用が負の結
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果を招くリスク、中でも自動車の運転、職場、妊娠中については、そのリスクを強調しなければならない」（第

58回世界保健総会「アルコールの有害な使用により引き起こされる公衆衛生上の問題」　2005年）と述べていま
す。

対策を実りあるものにするのはこれからです。悲惨な飲酒運転事故をなくすため、飲酒運転によって職を失う人

を出さないため、そしてアルコール関連問題にかかわる社会的コストを減少させ、国民の健康を守るために、厚

生労働省内の関連部署がアルコール関連問題の専門家、および他の関連省庁との連携のもと、以下の総合対策を

早急に検討･実施されるよう要望します。

＜要望事項＞

●前　提……１）常習飲酒運転者対策推進会議の決定事項を関連機関に周知する

●１次予防…２）飲酒運転防止の切り口から、より積極的に「健康日本21」を推進する
●２次予防…３）「職場のアルコール対策マニュアル」を作成し周知する

　　　　　　４）違反者の飲酒問題をアセスメントし、教育・治療につなげるシステムを構築する

５）幅広い関連職種に対し、アルコール依存症の介入技法を研修する

６）アルコール関連問題の公的相談受け皿を拡充する

●３次予防…７）アルコール依存症にまつわる偏見を是正し、断酒継続・社会復帰を支援する

＜要望の背景と要望項目の詳細＞

１）　常習飲酒運転者対策推進会議の決定事項を関連機関に周知する

　　　＜6月の当面の対策は、多くの関係者が知らない状態でした＞
07年暮れに発表された常習飲酒運転対策推進会議の決定事項には、アルコール依存症の予防･介入･回復支援の視
点が含まれており、大きな前進であると評価しています。ぜひ多くの関連部署・団体に流してください。

飲酒運転対策というと交通安全部門のものととられがちですが、厚生労働省の管轄には保健･医療・労働など今後

の対策実行に力を発揮する領域が多く含まれています。自治体のアルコール関連部門や労働部門、事業者、職場

の安全衛生担当者、労働組合など、現場に広く情報が行き渡るような周知をお願いします。

２）　飲酒運転防止の切り口から、より積極的に「健康日本21」を推進する
　　　＜飲酒運転者の多くが、純アルコール60グラム（日本酒３合）以上の多量飲酒者です＞
免許取消処分者講習受講者を対象にした調査（樋口進、神奈川県警察本部交通部交通総務課 2007）によると、飲
酒運転経験の男性61.9％、女性57.1％が、1日純アルコール60グラム以上の多量飲酒者であることがわかりました。
一般成人では、男性12.7％、女性3.4％（厚生労働科学研究「成人の飲酒実態と関連問題の予防に関する研究」
2003）であり、飲酒運転者における割合の高さが目立ちます。飲酒運転が「飲酒習慣」と深い関わりがあるがあ
ることを示唆するデータです。

実際、60グラムを超える多量飲酒は、翌日にアルコールが残る可能性が高く、出勤時の酒気帯び運転を招きます。
バス･鉄道・タクシー・トラックなど運輸会社の乗務前アルコール検知で、酒気帯び基準値を超える運転手が続出

していますが、これも飲酒習慣の是正が必要とされる問題です。

厚生労働省は「健康日本２１」の中で、多くの疾患のリスクを高め医療費を押し上げている多量飲酒者を2割減少
させるという数値目標を立てています。

今こそ飲酒運転を切り口に、「翌朝に残らない上、健康上のリスクも低い飲酒の目安」として20グラム（日本酒
1合）を広め、「翌朝に酒気帯びのおそれがあり、健康上もリスクが高い」として多量飲酒者に行動変容を促す好
機です。飲酒運転防止と結びつけたキャンペーンを実施してください。

３）　「職場のアルコール対策マニュアル」を作成し周知する

　　　＜全国の職場で、飲酒運転による懲戒処分者が続出しています＞

厳罰化の中で、飲酒運転によって懲戒処分される人々が後を絶ちません。地方自治体職員･教師・警察官･自衛官・

消防士らが続々と検挙され処分されています。

ＡＳＫによる「飲酒運転　懲戒処分事例の分析」（別紙）によると、その多くが、肝臓でのアルコール処理時間

など基礎知識の不足や、前夜の深酒による二日酔い運転であり、「アルコール教育」や「飲酒習慣の是正」が必

要な人々です。また、アルコール依存症が疑われる人々も数多く見受けられます。

酒気帯び検挙、即、懲戒免職･解雇という厳罰路線は、この問題の本質的な解決にならないだけでなく、職を失っ

たストレスで飲酒問題を悪化させ、飲酒運転が続く懸念があります。



免職・解雇という最終手段の前に、以下の対策をとることが望まれます。

①職場にアルコールの予防知識を広める

②健診結果や就業状況から飲酒問題が疑われる場合は、介入（アルコール専門医療受診へ誘導等）を実施する

③検挙者が出た場合は、人身事故でないかぎりは一発解雇ではなく停職・減給処分に留め、介入（アルコール専

門医療受診へ誘導等）を実施する

「保健医療」と「労働」を管轄する省として、効果的な「職場のアルコール対策マニュアル」を作成し、周知を

図ってください。

４）　違反者の飲酒問題をアセスメントし、教育・治療につなげるシステムを構築する

　　　＜飲酒運転検挙者の多くにアルコール依存症の疑いがあり、留置中の急死も相次いでいます＞

尼崎3人死亡事故では、加害者が事故当日の午前6時ごろから約15時間にわたり、知人や親せき宅でビールや焼酎
を断続的に計４リットル近く飲んでいたことが明らかになりました。事故前の２年間は「片手に缶ビール、もう

一方の手でハンドルを握った」状態で運転している姿を、助手席の仕事仲間が少なくとも70回、目撃したといい
ます。この異常な飲み方は、依存症がかなり進んだ状態と考えざるをえません。加害者は1983年と99年に飲酒運
転での検挙歴があり、さらに06年には自損事故の搬送時に酒臭があったとの救急隊員の記録もあります。このど
こかの時点で「アルコール依存症への適切な介入」がなされていれば、今年6月の事故は未然に防げていた可能性
があります。免許取消処分者のうち、飲酒運転検挙を経験した男性の36.9％、女性の42.9％にアルコール依存症の
疑いがある（樋口進、神奈川県警察本部交通部交通総務課 2007）との報告もあります。
今後の対策として、欧米で実施されているような、違反者に対する強制的なアセスメント･教育･治療の導入が強

く望まれます。

アメリカでは、上記のような対策を進めた結果、アルコール依存症者の4割以上が飲酒運転などの司法経由で治療
機関につながるようになりました。

海外で効果をあげている飲酒運転違反者に対するアセスメント・教育・治療導入の方法を調査し、関連省庁と連

携のもと、日本で実現可能なシステムを構築してください。

また、留置中の急死が相次いでいますが、この現象も進行したアルコール依存症であることが想定されます。そ

れは、逮捕によってアルコールが切れる状態に置かれることで重篤な離脱症状が引き起こされ、肝臓などの関連

疾患とも相俟って死亡に至る危険性があるからです。離脱症状などへの危機対応のマニュアルと搬送先の専門機

関のリストを作成し、関連省庁に提供してください。

５）　幅広い関連職種に対し、アルコール依存症の介入技法を研修する

　　　＜アルコール依存症についての認識不足のため、問題が見逃されています＞

アルコール依存症は「否認の病気」といわれるように、本人から助けを求めないのが特徴の病気です。早期発見・

早期治療を進めるためには、内科や救急医療、警察や司法、職場など、さまざまな場面から「介入」する必要が

あり、その技術をもつ人々を増やすことが急務です。

厚生労働省がイニシアチブをとり、分野を超えた関連職種に対して、アルコール依存症に関する知識と介入技法

を伝える研修を行なってください。また、内科や救急医療とアルコール専門医療とが連携できる体制づくりをし

てください。

６）　アルコール関連問題の公的相談受け皿を拡充する

　　　＜各地の保健行政でアルコール相談事業は縮小傾向です＞

今後、地域レベルで、飲酒運転に関連したアルコール問題の相談・アセスメント・研修を担う公的機関として考

えられるのは、精神保健福祉センター・保健所・保健福祉センターであり、常習飲酒運転者対策推進会議の決定

事項の中にも専門相談機関として明記されています。

しかし実際には多くの自治体で、今、虐待・高齢者・思春期問題等が優先され、アルコール相談は「縮小事業」

となっています。

アルコール問題は、生活習慣病・メタボリックシンドローム・うつ病・自殺・ＤＶはもとより、虐待・高齢者・

思春期問題などの背景にもなることはよく知られています。社会的関心が高い｢飲酒運転」を突破口としてこの問

題に取り組むことで、懸案になっている数々の社会問題が改善されることは明らかです。

アルコール関連問題に対応する全国の公的相談窓口を拡充してください。

７）　アルコール依存症にまつわる偏見を是正し、断酒継続・社会復帰を支援する

　　　＜依存症への偏見が回復や社会復帰を阻害しています＞

アルコール依存症についての誤解と偏見は、予防対策の普及や早期発見の障害になるだけでなく、依存症者の回



復や社会復帰の妨げにもなっています。職場からの排斥を防ぐため、アルコール依存症という診断名を回避する

傾向すらあります。

また地域によっては、アルコール依存症の回復を担う専門医療機関･自助グループ・リハビリ施設が十分に備わっ

ていないところもあります。

回復を応援するため、アルコール依存症の偏見是正に努めるとともに、断酒継続をサポートする地域ネットワー

クづくりに取り組んでください。

以上

第30回日本アルコール関連問題学会・広島大会のご紹介

第30回日本アルコール関連問題学会・広島大会　
大会長 津久江 一郎（医療法人せのがわ 理事長）

広島大会オフィシャルサイト： http://www.arukan-30th.jp/
　

第30回日本アルコール関連問題学会は、平成20年6月20日
（金）、21日（土）の両日、広島市のANAクラウンプラザ
ホテル広島（広島全日空ホテル）で開催されます。

　当学会員の職種は、精神科医、内科医、産業医など医師

のほか、看護師、保健師、臨床心理士、ソーシャルワーカ

ーなどのコメディカル、さらに各種の相談室やリハビリ施

設のスタッフ、自助グループ関係者など様々な方々の集ま

りです。

この学会は発足当初から、従来のパターナリズムを排除

し、＜アルコール医療の直接の治療対象は、医学的に規定

された疾病概念であるアルコール依存症自体である＞とい

う立場を堅持して、アルコール関連問題を有する当事者・

家族に寄り添いながら、その回復・支援等のサービスを提

供する立場に居る関係者のメンタルヘルスをも視野に入れ

て、多職種からなるチーム・メンバー相互の連携を強化す

る目的で発足したと存じます。＜医療は永遠の未来産業＞

と言われますが、早期発見・早期治療を目指す＜早期の家

族介入→急性期医療の推進→地域内支援＞という医療経済

的な必然的うねりの中で、精神科医療においてアルコール・

薬物関連医療は、特に自助グループ・回復者カウンセラー

との連携などを通じて、先駆的な立場を歩んできていると

存じます。

この第30回という節目の大会は、折しもアルコール関連
医療を長年支えリードしてきた“いわゆる”第2世代の立役
者たちが第一線を退こうとしている転換の時機にも当たる

ので、アルコール関連問題を中心に広くアディクション問

題にまで視野を広げて、【基本テーマ】として、保健・医

療･福祉・行政等対策推進の歴史的経過の中から、長年培っ

てきたアルコール関連医療の「EQ \* jc2 \* "Font:Times 
New Roman" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(Policy),理念)，EQ 
\* jc2 \* "Font:Times New Roman" \* hps12 \o\ad(\s\up 
11(Practice),実践)，そしてEQ \* jc2 \* "Font:Times New 
Roman" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(Passion),熱意)」を再確認
しながら、次の世代に引き継いでいくことを掲げておりま

す。専門家から、当事者やご家族、一般市民など全ての参

加者が関心を持てるようなさまざまなテーマのプログラム

を用意しました。

プログラム内容や時間割の詳細については、広島大会オ

フィシャルサイトをご覧いただきたいと思いますが、概略

は以下の通りです。

初日（20日）には、特別講演を予定しており、そのほか、
シンポジウム、ポスターセッションが行われます。翌日（

21日）には、50分専門講座・分科会・基礎講座、サテライ
ト公開講座、ランチョンセミナー（両日昼）などが予定さ

れています。

　【特別講演】は広島大学大学院健康政策・医療システム

学コースの烏帽子田彰教授に「アルコール関連問題と医療

の光と影」という演題でお話いただくと共に、【シンポジ

ウム】は＜戦後のわが国のアルコール・薬物関連問題対策

の行政的変遷＞に関するテーマを組みました。【基礎講座】

は従来どおりですが、【分科会】はその構成を少し変更し、

前段に【50分専門講座】として最近の七つのトピックスに
関する解説をしていただくこととし、後段に120分枠で七つ
の分科会を組み込んであります。

さらに本学会の専門家等を講師として広く一般市民や関

係者を対象に三つの【サテライト公開講座（無料）】を企

画しております。先ず、第一次予防の視点から①＜未成年

者に対する喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育の現状と課題＞、

次に第二次予防の視点から②＜一般科医師はアルコール関

連疾患患者をどうアルコール専門医療につなげるか＞、第

三次予防の視点から③＜アディクション・フォーラム＞と

して、アルコール依存・薬物依存などアディクション問題

から見事に回復しているサバイバーから回復の転機となっ

た契機について語ってもらい、真の回復のあることを証明

してもらうほか、薬物依存者を抱えた家族からの問題提起

をしていただきます。アルコール・薬物依存からの回復支

援を継続・前進させるには、支援者から当事者・家族、そ

して一般市民へとアルコールを中心としたアディクション

関連問題に対する理解を広げることもまた、大切であると

考えるからです。　

　なお、医師向けの情報として、広島大会参加者には、日本精神

神経学会専門医更新単位ポイントが認められます（日本精神神

経学会、専門医ポイントカードの提示が必要です）。

　20日（金）のランチョンセミナーⅠでは、「踊る食卓～
楽しみ・幸せの料理～（仮題）」と題して、日本一予約の

取れないレストランとして名を馳せているLA  BETTOLA
 da Ochiai（ラ・ベットラ・ダ・オチアイ）のオーナーシ
ェフの落合務氏が、学会の企画のための「とっておきの話

題」を豊かな感性と国際経験から、また、仕掛け人として

の立場から楽しく語られます。



　21日のランチョンセミナーⅡ①では、「酒は飲んでも飲
まれるな」と題して、医事評論家として有名な水野肇先生

がご講演されます。

同日のランチョンセミナーⅡ②では、「メタボリック症

候群における節酒指導法」と題して、慶應義塾大学看護医

療学部の加藤眞三教授と三重大学大学院医学系研究科 病態
制御医学講座 消化器内科学の竹井謙之教授がご講演されま
す。

また、学会翌日の22日、希望者の方には瀬野川病院プラ
ス平和公園・厳島神社、呉みどりヶ丘病院プラス大和ミュ

ージアム・「てつのくじら館」への送迎つき見学オプショ

ナル・ツアーがあります。

これまでの地方大会では、多くのコメディカルのほか、

学生、回復者や体験者、家族などが参加しています。学会

員でなくても、当日会員として参加可能です。冒頭にある

広島大会オフィシャルサイトからのインターネットによる

参加申し込みが可能です。是非、多方面より多くの方々に、

広島大会に参加していただきたいと思います。皆様の積極

的ご参加を、熱望しております。


